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１
は
じ
め
に

　

本
稿
で
は
、
事
業
所
側
か
ら
み
た
有
期
契

約
労
働
者
の
活
用
理
由
に
よ
っ
て
、
有
期
契

約
労
働
者
本
人
の
働
き
方
、
満
足
度
が
ど
う

異
な
る
の
か
を
、
厚
生
労
働
省
「
就
業
形
態

の
多
様
化
に
関
す
る
総
合
実
態
調
査
」（
二
〇

一
〇
年
）
の
事
業
所
票
・
個
人
票
マ
ッ
チ
ン

グ
デ
ー
タ
を
用
い
て
明
ら
か
に
す
る
。
そ
の

理
由
は
二
つ
あ
る
。

　

第
一
は
、
近
い
将
来
で
は
な
い
に
し
て
も
、

長
期
的
な
視
点
で
、
有
期
労
働
契
約
の
法
規

制
の
あ
り
方
を
め
ぐ
る
議
論
に
一
定
の
貢
献

を
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
か
ら
で
あ
る
。
二

〇
一
二
年
八
月
、「
無
期
労
働
契
約
へ
の
転

換
」、「
雇
止
め
法
理
の
法
定
化
」、「
不
合
理
な

労
働
条
件
の
禁
止
」
を
柱
と
す
る
労
働
契
約

法
の
改
正
法
が
成
立
、
公
布
さ
れ
た
が
、
そ

の
際
、
結
果
的
に
「
見
送
り
」
と
な
っ
た
も

の
の
、
議
論
の
過
程
に
お
い
て
有
期
労
働
契

約
の
締
結
事
由
の
規
制
の
是
非
が
問
わ
れ
た

こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
。
し
か
し
、
今
回
の

議
論
の
過
程
で
は
、
運
用
上
の
難
点
、
い
わ

ゆ
る
副
作
用
の
懸
念
な
ど
か
ら
「
見
送
り
」

と
な
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
具
体
的
に
ど
の
よ

う
な
締
結
事
由
が
合
理
的
で
、
ど
の
よ
う
な

締
結
事
由
が
合
理
的
で
な
い
の
か
に
つ
い
て

立
ち
入
っ
た
検
討
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。
事

業
所
側
が
有
期
契
約
労
働
者
を
活
用
す
る
理

由
と
有
期
契
約
労
働
者
本
人
の
働
き
方
、
満

足
度
の
関
係
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
は
、
こ

の
点
を
検
討
す
る
際
の
一
つ
の
判
断
材
料
を

提
供
す
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

第
二
に
、
企
業
の
生
産
性
を
高
め
る
上
で

有
益
だ
か
ら
で
あ
る
。
鶴
（
二
〇
一
一
）
が

指
摘
す
る
よ
う
に
、
有
期
雇
用
の
増
大
が
生

産
性
に
影
響
を
与
え
る
ル
ー
ト
の
一
つ
と
し

て
、「
労
働
者
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
通
じ
る

ル
ー
ト
」が
あ
げ
ら
れ
る
。
労
働
政
策
研
究
・

研
修
機
構
編
（
二
〇
一
〇
）
で
も
「
モ
ラ
ー

ル
の
向
上
」
を
期
待
し
て
有
期
雇
用
の
契
約

社
員
を
無
期
雇
用
化
・
正
社
員
化
し
た
Ａ
社

の
事
例
、
有
期
雇
用
の
契
約
社
員
を
原
則
全

員
正
社
員
化
し
た
こ
と
に
よ
り
「
業
務
へ
の

積
極
性
、
仕
事
に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

が
向
上
」
し
た
と
さ
れ
る
Ｂ
社
の
事
例
が
収

め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
際
、
労
働
者
の
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
、
モ
ラ
ー
ル
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
が
、
仕
事
に
対
す
る
満
足
度
か
ら
強
い
影

響
を
受
け
て
い
る
こ
と
は
想
像
に
難
く
な
い

だ
ろ
う
。
よ
っ
て
、
有
期
契
約
労
働
者
の
活

用
理
由
と
仕
事
に
対
す
る
満
足
度
の
関
係
を

示
す
こ
と
は
、
企
業
経
営
者
が
人
事
戦
略
と

生
産
性
と
の
関
係
に
つ
い
て
考
察
を
深
め
る

た
め
の
基
礎
資
料
を
提
供
す
る
こ
と
に
つ
な

が
る
と
考
え
ら
れ
る
。

2
デ
ー
タ
と
変
数

　

分
析
に
使
用
す
る
の
は
、厚
生
労
働
省「
就

業
形
態
の
多
様
化
に
関
す
る
総
合
実
態
調

査
」（
二
〇
一
〇
年
）
の
事
業
所
票
・
個
人
票

マ
ッ
チ
ン
グ
デ
ー
タ
で
あ
り
、
分
析
対
象
は
、

「
契
約
社
員
」、「
嘱
託
社
員
」、「
臨
時
的
雇
用

者
」、「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
」、「
そ
の
他
」

の
う
ち
、「
現
在
の
会
社
と
の
雇
用
契
約
の
期

間
」
に
「
定
め
あ
り
」
と
回
答
し
た
者
で
あ

る
。

　

事
業
所
票
で
の
「
活
用
理
由
」
の
選
択
肢

は
、
以
下
の
一
三
種
類
で
あ
り
、
複
数
回
答

と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
そ
こ
で
事
業
所
が

回
答
し
て
い
る
の
は
、
あ
く
ま
で
そ
れ
ぞ
れ

の
就
業
形
態
の
活
用
理
由
で
あ
っ
て
、
必
ず

し
も
有
期
契
約
そ
れ
自
体
の
活
用
理
由
で
は

な
い
点
に
、
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

①
正
社
員
を
確
保
で
き
な
い
た
め
（
正
社
員

確
保
困
難
）

②
正
社
員
を
重
要
業
務
に
特
化
さ
せ
る
た
め

（
正
社
員
重
要
業
務
特
化
）

③
専
門
的
業
務
に
対
応
す
る
た
め
（
専
門
的

業
務
）

④
即
戦
力
・
能
力
の
あ
る
人
材
を
確
保
す
る

た
め
（
即
戦
力
）

⑤
景
気
変
動
に
応
じ
て
雇
用
量
を
調
節
す
る

た
め
（
景
気
変
動
対
応
）

⑥
長
い
営
業
（
操
業
）
時
間
に
対
応
す
る
た

め
（
長
時
間
対
応
）

⑦
一
日
、
週
の
中
の
仕
事
の
繁
閑
に
対
応
す

る
た
め
（
繁
閑
対
応
）

⑧
臨
時
・
季
節
的
業
務
量
の
変
化
に
対
応
す

る
た
め
（
臨
時
・
季
節
的
）

⑨
賃
金
の
節
約
の
た
め
（
賃
金
節
約
）

⑩
賃
金
以
外
の
労
務
コ
ス
ト
の
節
約
の
た
め

（
労
務
コ
ス
ト
節
約
）

⑪
高
年
齢
者
の
再
雇
用
対
策
の
た
め
（
高
年

齢
者
再
雇
用
）

⑫
正
社
員
の
育
児
・
介
護
休
業
対
策
の
代
替

の
た
め
（
育
児
・
介
護
休
業
代
替
）

⑬
そ
の
他
（
そ
の
他
）

　

事
業
所
票
で
は
、「
契
約
社
員
」、「
嘱
託
社

員
」、「
臨
時
的
雇
用
者
」、「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労

働
者
」、「
そ
の
他
」
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、

こ
れ
ら
一
三
種
類
の
「
活
用
理
由
」
が
そ
れ

ぞ
れ
当
て
は
ま
る
か
否
か
を
回
答
す
る
こ
と

に
な
っ
て
い
る
。
よ
っ
て
、
た
と
え
ば
分
析

ケ
ー
ス
が
「
契
約
社
員
」
と
し
て
働
く
個
人

で
あ
れ
ば
、
そ
の
個
人
の
「
活
用
理
由
」
は

一
三
種
類
の
複
数
回
答
デ
ー
タ
の
形
式
を
と

り
、
そ
こ
に
は
、
そ
の
個
人
が
働
い
て
い
る

事
業
所
の
事
業
所
票
に
お
け
る「
契
約
社
員
」

の
「
活
用
理
由
」
の
回
答
が
入
っ
て
い
る
。

有
期
契
約
労
働
者
の
活
用
理
由
と
働
き
方
・
満
足
度

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
研
究
員　

高
橋　

康
二
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3
分
析
結
果

（
１
）
職
場
属
性
と
活
用
理
由

　

表
１
は
、
有
期
契
約
労
働
者
が
ど
の
よ
う

な
理
由
で
活
用
さ
れ
て
い
る
の
か
を
、
職
場

属
性
（
業
種
、
企
業
規
模
、
事
業
所
形
態
、

職
種
）
別
に
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
か

ら
読
み
取
れ
る
情
報
は
多
い
が
、
さ
し
あ
た

り
以
下
の
三
点
に
注
目
し
た
い
。

　

第
一
に
、「
専
門
的
業
務
」、「
即
戦
力
」
な

ど
ス
キ
ル
特
性
を
理
由
と
し
て
活
用
さ
れ
て

い
る
有
期
契
約
労
働
者
は
、
学
術
研
究
、
専

門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
、
研
究
所
、
管
理
的

な
仕
事
、
専
門
的
・
技
術
的
な
仕
事
に
お
い

て
多
い
。

　

第
二
に
、「
長
時
間
対
応
」、「
繁
閑
対
応
」

な
ど
時
間
に
よ
る
労
働
力
調
整
を
理
由
と
し

て
活
用
さ
れ
て
い
る
有
期
契
約
労
働
者
は
、

小
売
業
、
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
、
店

舗
、販
売
の
仕
事
、サ
ー

ビ
ス
の
仕
事
に
お
い
て

多
い
。

　

第
三
に
、「
賃
金
節

約
」、「
労
務
コ
ス
ト
節

約
」
な
ど
コ
ス
ト
削
減

を
理
由
と
し
て
活
用
さ

れ
て
い
る
有
期
契
約
労

働
者
も
、
小
売
業
、
宿

泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス

業
、
店
舗
、
販
売
の
仕

事
に
お
い
て
多
い
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、
こ

こ
か
ら
、
有
期
契
約
労

働
者
の
活
用
理
由
が
職

場
属
性
と
強
く
関
連
し

て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

（
２
）
活
用
理
由
と
労

働
者
属
性

　

表
２
は
、
有
期
契
約

労
働
者
が
ど
の
よ
う
な

理
由
で
活
用
さ
れ
て
い

る
の
か
を
、
労
働
者
属

性
（
性
別
、
年
齢
、
学

歴
、
生
計
の
担
い
手
）

別
に
示
し
た
も
の
で
あ

る
。
こ
こ
か
ら
も
多
く

の
情
報
が
読
み
取
れ
る

が
、
さ
し
あ
た
り
以
下

の
三
点
に
注
目
し
た
い
。

　

第
一
に
、「
専
門
的
業

務
」、「
即
戦
力
」
な
ど

ス
キ
ル
特
性
を
理
由
と

し
て
有
期
契
約
で
活
用

表１　職場属性別にみた有期契約労働者の活用理由（複数回答％、Nは人数）
①
正
社
員
確
保

困
難

②
正
社
員
重
要

業
務
特
化

③
専
門
的
業
務

④
即
戦
力

⑤
景
気
変
動
対

応
⑥
長
時
間
対
応

⑦
繁
閑
対
応

⑧
臨
時
・
季
節

的
⑨
賃
金
節
約

⑩
労
務
コ
ス
ト

節
約

⑪
高
年
齢
者
再

雇
用

⑫
育
児
・
介
護

休
業
代
替

⑬
そ
の
他 N

鉱業、採石業、砂利採取業 6.3 6.3 31.3 34.9 15.3 2.2 9.9 14.0 7.2 5.1 51.3 2.3 2.5 2,446 
建設業 8.3 8.2 26.1 31.0 8.6 5.6 7.4 21.1 10.6 12.5 38.4 1.7 3.3 184,222 
消費関連製造業 10.5 22.8 10.9 10.2 27.1 17.3 28.1 26.0 42.1 22.1 21.0 4.4 4.0 539,330 
素材関連製造業 12.6 14.0 15.6 18.4 25.6 4.2 10.7 10.1 36.1 12.4 30.7 3.8 3.5 301,430 
機械関連製造業 9.3 12.8 19.1 22.0 20.0 3.8 3.9 12.0 27.5 14.2 35.1 2.7 4.0 372,050 
電気･ガス･熱供給･水道業 3.8 11.1 27.3 21.0 1.3 0.0 1.5 22.0 16.0 6.3 38.5 22.4 5.0 8,956 
情報通信業 9.3 25.2 30.4 27.3 19.4 1.8 9.3 11.1 29.1 13.7 14.5 1.0 1.1 139,869 
運輸業、郵便業 17.9 14.4 13.7 21.5 18.7 12.8 22.2 23.2 34.5 18.1 33.5 2.3 4.8 564,230 
卸売業 4.9 26.3 23.5 17.2 16.2 4.6 22.4 12.3 31.6 17.6 20.6 2.7 1.3 446,945 
小売業 9.4 25.3 10.8 16.8 19.0 52.6 53.8 22.1 59.0 41.0 9.9 8.2 2.0 2,268,683 
金融業･保険業 13.0 35.6 18.0 23.0 5.9 1.2 23.1 7.3 28.6 14.2 24.6 8.5 5.1 215,744 
不動産業、物品賃貸業 7.8 20.0 19.2 18.1 15.3 11.8 27.3 12.2 44.6 18.0 20.9 4.1 6.6 166,222 
学術研究、専門・技術サービス業 18.4 23.3 36.2 36.1 12.0 2.7 7.8 8.7 27.7 9.5 26.8 6.7 7.5 125,982 
宿泊業、飲食サービス業 14.8 17.3 4.2 12.9 34.5 39.7 57.1 27.3 56.9 31.1 5.0 1.8 1.3 1,099,471 
生活関連サービス業、娯楽業 10.3 13.0 10.8 13.3 21.5 19.2 41.3 38.4 41.8 35.0 15.1 2.4 6.0 497,700 
教育、学習支援業 16.9 18.1 37.8 24.9 12.6 3.9 16.6 14.0 36.6 18.3 12.8 12.6 3.1 407,597 
医療、福祉 26.7 14.1 32.2 23.5 8.9 14.5 28.8 7.3 34.6 21.2 19.3 17.3 5.4 768,392 
複合サービス業 21.4 12.1 13.4 17.1 5.8 7.3 21.4 12.2 40.0 14.8 12.8 14.4 5.2 147,818 
サービス業（他に分類されないもの） 7.3 12.3 22.5 21.8 18.3 9.1 29.7 20.2 46.4 21.6 30.5 6.4 6.7 820,209 
1000人以上 9.9 25.5 14.4 20.1 20.6 33.4 43.6 22.9 47.2 29.0 12.7 7.9 3.4 3,936,619 
500～999人 13.7 25.9 20.0 23.6 18.2 30.7 32.3 14.3 42.4 17.6 18.2 7.2 4.4 968,331 
300～499人 9.4 13.2 16.1 15.6 18.5 8.0 19.1 16.7 42.7 20.3 26.9 7.3 4.1 644,588 
100～299人 13.8 14.5 19.0 21.1 18.6 14.7 28.5 16.2 41.6 20.3 25.3 5.7 3.2 1,346,687 
50～99人 12.2 12.8 16.9 15.2 25.9 14.5 26.5 27.9 43.2 34.1 25.5 4.9 3.7 920,385 
30～49人 17.2 6.2 20.8 15.0 21.2 9.7 27.8 16.9 42.1 19.5 27.0 6.1 7.1 386,128 
5～29人 21.7 6.1 19.0 9.8 10.2 18.1 32.4 11.9 42.1 32.6 14.6 1.4 2.2 874,558 
事務所 10.4 16.7 25.3 22.5 14.6 5.0 19.2 17.8 37.7 19.8 29.2 5.7 4.7 1,802,905 
工場・作業所 10.0 18.7 13.4 14.7 25.1 9.4 17.4 17.8 37.9 21.1 25.9 2.7 3.5 1,421,162 
研究所 32.3 22.4 38.5 38.0 7.3 1.3 9.5 8.7 19.7 5.7 27.8 9.1 15.7 55,095 
営業所 12.3 14.9 18.5 21.3 19.8 10.7 22.5 16.7 37.4 23.7 22.5 4.4 3.6 957,715 
店舗 12.3 24.2 8.6 15.9 20.8 50.3 56.9 23.2 56.3 35.9 7.6 6.2 2.5 3,352,163 
その他 17.7 13.2 26.0 21.3 17.4 11.8 30.3 18.7 37.5 20.0 18.7 12.6 4.4 1,488,255 
管理的な仕事 7.7 4.4 28.3 32.5 5.8 2.9 3.4 4.8 20.1 9.6 50.0 2.0 2.4 202,080 
専門的・技術的な仕事 16.3 14.2 37.0 29.1 13.9 6.7 14.3 9.0 29.9 17.5 26.0 10.0 5.2 1,089,783 
事務的な仕事 12.5 24.8 18.0 19.2 17.3 19.7 30.8 19.9 42.5 23.0 17.1 9.0 3.4 2,427,813 
販売の仕事 9.3 17.7 11.4 17.5 15.1 49.6 51.2 13.4 55.2 36.3 11.4 2.6 1.5 1,564,662 
サービスの仕事 15.5 20.0 10.2 15.3 24.1 35.6 53.3 29.9 51.0 32.0 10.1 7.2 3.9 1,858,470 
保安の仕事 5.7 8.4 12.9 8.1 10.5 7.1 26.4 28.0 42.9 35.3 42.9 6.4 6.5 131,227 
生産工程の仕事 11.3 18.5 10.2 11.5 32.0 10.7 17.7 21.5 42.5 21.7 20.5 2.8 2.4 826,417 
輸送・機械運転の仕事 21.6 7.6 17.2 26.4 9.5 12.4 15.8 17.7 22.2 24.3 49.9 1.5 5.2 238,464 
建設・採掘の仕事 5.4 18.0 12.8 14.2 17.3 0.0 0.3 40.5 23.5 18.4 20.6 1.3 0.0 42,295 
運搬・清掃・包装等の仕事 6.1 18.8 14.2 15.8 28.1 9.2 37.0 24.4 52.0 24.0 19.8 5.7 6.7 628,645 
その他 13.9 16.2 30.6 11.3 17.1 6.6 20.5 22.3 37.9 17.1 17.7 10.6 5.9 48,286 
不明 34.5 16.6 27.1 24.1 35.0 20.2 44.1 7.4 36.4 36.9 38.9 12.1 1.0 19,154 

合計 12.5 19.1 16.7 18.6 19.5 24.1 34.9 19.8 44.4 26.3 18.3 6.5 3.6 9,077,296 

表２　活用理由別にみた有期契約労働者の属性（行％、Nは人数）
性別 年齢 学歴 生計の担い手

N
男 女 29歳

以下
30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上 不明 中学 高校 専修

学校
高専
短大

大卒
以上

在学
中 不明 自分 自分

以外 不明

①正社員確保困難 42.7 57.3 19.1 26.0 15.8 19.0 19.9 0.2 6.8 45.3 8.9 16.4 17.1 2.2 3.3 53.8 45.5 0.7 1,137,643 
②正社員重要業務特化 29.5 70.5 20.8 24.8 24.9 20.3 9.0 0.2 3.9 45.7 9.6 16.4 18.2 5.1 1.2 40.7 58.5 0.8 1,731,193 
③専門的業務 47.8 52.2 8.8 18.4 20.2 20.5 31.7 0.3 5.5 45.1 7.7 12.5 27.3 0.9 1.0 60.5 39.1 0.4 1,519,468 
④即戦力 45.3 54.7 14.0 22.2 18.6 18.0 27.0 0.3 5.3 47.7 7.5 11.4 24.2 3.1 0.7 59.5 40.3 0.2 1,689,431 
⑤景気変動対応 33.9 66.1 17.7 25.1 22.0 22.5 12.8 0.0 5.8 48.4 7.6 13.8 19.4 4.3 0.7 43.6 55.5 0.9 1,766,581 
⑥長時間対応 27.7 72.3 22.3 25.8 26.5 18.9 6.4 0.1 3.5 49.2 9.1 14.7 13.0 9.7 0.8 35.5 64.2 0.3 2,188,071 
⑦繁閑対応 28.2 71.8 20.8 23.3 24.8 20.0 11.1 0.0 4.4 51.7 9.4 12.5 12.0 9.2 0.8 33.3 66.0 0.8 3,171,974 
⑧臨時・季節的 35.2 64.8 20.1 23.7 23.4 20.2 12.4 0.2 6.2 45.8 8.6 13.9 19.2 5.7 0.6 43.0 56.5 0.5 1,793,682 
⑨賃金節約 28.2 71.8 17.7 21.1 24.9 21.8 14.4 0.1 4.9 50.3 9.0 13.0 14.0 6.5 2.2 41.5 57.7 0.7 4,032,405 
⑩労務コスト節約 32.5 67.5 19.0 23.1 24.3 20.4 13.2 0.0 4.4 49.2 8.1 13.2 14.4 8.3 2.5 40.5 58.7 0.8 2,387,878 
⑪高年齢者再雇用 57.2 42.8 4.2 8.2 12.3 16.7 58.0 0.5 10.3 51.7 5.6 9.4 21.1 1.0 0.8 68.6 30.5 0.9 1,658,932 
⑫育児・介護休業代替 31.2 68.8 19.3 30.6 19.8 19.2 11.0 0.1 3.5 34.8 14.1 19.9 24.2 2.9 0.7 45.5 53.8 0.7 585,166 
⑬その他 35.9 64.1 15.8 21.1 22.9 19.6 20.2 0.5 7.2 51.3 8.3 14.6 14.6 2.7 1.2 52.5 47.4 0.0 325,994 
合計 37.4 62.6 16.8 20.4 21.4 19.5 21.6 0.2 5.4 49.3 8.5 12.9 17.6 4.7 1.6 49.4 50.1 0.5 9,077,296 

注１：�それぞれの理由で活用されている有期契約労働者の性別、年齢別、学歴別、生計の担い手別の内訳を示したものである。なお、１人の有
期契約労働者が複数の理由で活用されていることもある。

注２：網掛けは、「合計」よりも５％以上選択率が高いものを示す。
注３：集計にあたっては、母集団への復元倍率を用いている。

注１：個人を集計単位としているため、厚生労働省が公表している事業所を集計単位とした類似の集計表とは数値が異なる。
注２：網掛けは、「合計」よりも 10％以上選択率が高いものを示す。
注３：集計にあたっては、母集団への復元倍率を用いている。
注４：業種、企業規模、事業所形態は事業所票から、職種は個人票から情報を得ている。
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さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
の
は
、
男
性
、
六
〇
歳

以
上
、
大
卒
以
上
、
生
計
の
担
い
手
が
「
自

分
」
の
労
働
者
で
あ
る
。

　

第
二
に
、「
長
時
間
対
応
」、「
繁
閑
対
応
」

な
ど
時
間
に
よ
る
労
働
力
調
整
を
理
由
と
し

て
有
期
契
約
で
活
用
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
の

は
、
女
性
、
四
九
歳
以
下
、
在
学
中
、
生
計

の
担
い
手
が
「
自
分
以
外
」
の
労
働
者
で
あ

る
。

　

第
三
に
、「
賃
金
節
約
」、「
労
務
コ
ス
ト
節

約
」
な
ど
コ
ス
ト
削
減
を
理
由
と
し
て
有
期

契
約
で
活
用
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
の
も
、
女

性
、
生
計
の
担
い
手
が
「
自
分
以
外
」
の
労

働
者
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
有
期
契
約
労
働
者
の
活
用

理
由
と
労
働
者
属
性
の
間
に
も
、
一
定
の
対

応
関
係
が
み
ら
れ
る
。（

３
）
活
用
理
由
と
働

き
方
・
満
足
度

　

そ
れ
で
は
、
事
業
所

側
か
ら
み
た
活
用
理
由

に
よ
っ
て
、
有
期
契
約

労
働
者
の
働
き
方
、
満

足
度
に
ど
の
よ
う
な
違

い
が
み
ら
れ
る
だ
ろ
う

か
。
表
３
は
、
事
業
所

側
か
ら
み
た
活
用
理
由

が
、
有
期
契
約
労
働
者

本
人
の
契
約
期
間
、
賃

金
総
額
、
時
間
あ
た
り

賃
金
、
勤
続
期
間
、「
仕

事
の
内
容
・
や
り
が
い
」

に
対
す
る
満
足
度
、「
賃

金
」
に
対
す
る
満
足
度
、

「
労
働
時
間
・
休
日
等

の
労
働
条
件
」
に
対
す

る
満
足
度
、「
雇
用
の
安

定
性
」
に
対
す
る
満
足

度
、「
福
利
厚
生
」
に
対

す
る
満
足
度
、「
教
育
訓

練
・
能
力
開
発
の
あ
り

方
」
に
対
す
る
満
足
度
、

「
職
業
生
活
全
体
」
に

対
す
る
満
足
度
に
与
え

る
効
果
を
ま
と
め
た
も

の
で
あ
る
。
こ
こ
か
ら
、

以
下
の
三
点
が
注
目
さ
れ
る
。

　

第
一
に
、「
専
門
的
業
務
」、「
即
戦
力
」
な

ど
ス
キ
ル
特
性
を
理
由
と
し
て
活
用
さ
れ
て

い
る
場
合
、
働
き
方
と
満
足
度
の
両
面
か
ら

み
て
、
有
期
契
約
労
働
者
の
雇
用
環
境
は
他

と
比
べ
て
優
れ
て
い
る
こ
と
が
多
い
。

　

第
二
に
、
そ
れ
と
は
逆
に
、「
賃
金
節
約
」

を
理
由
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
場
合
、
働

き
方
と
満
足
度
の
両
面
か
ら
み
て
、
有
期
契

約
労
働
者
の
雇
用
環
境
は
他
と
比
べ
て
劣
っ

て
い
る
こ
と
が
多
い
よ
う
で
あ
る
。

　

第
三
に
、「
繁
閑
対
応
」
を
理
由
と
し
て
活

用
さ
れ
て
い
る
場
合
、
契
約
期
間
が
短
く
賃

金
も
低
い
が
、
勤
続
期
間
は
長
い
傾
向
が
あ

る
。
ま
た
、「
雇
用
の
安
定
性
」
や
「
賃
金
」

に
対
す
る
満
足
度
も
高
い
。
す
な
わ
ち
、
客

観
的
な
労
働
条
件
は
低
い
が
、
有
期
契
約
労

働
者
本
人
の
主
観
的
な
評
価
は
必
ず
し
も
低

く
な
い
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、
小
売
業
、

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
、
店
舗
に
お
け

る
短
時
間
勤
務
が
、
生
計
の
担
い
手
で
な
い

女
性
の
希
望
に
合
致
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が

考
え
ら
れ
る
。

4
お
わ
り
に

　

以
上
で
み
た
よ
う
に
、
事
業
所
側
か
ら
み

た
有
期
契
約
労
働
者
の
活
用
理
由
に
よ
っ
て
、

有
期
契
約
労
働
者
本
人
の
働
き
方
、
満
足
度

は
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
。
と
く
に
注
目
さ

れ
る
の
は
、「
専
門
的
業
務
」、「
即
戦
力
」
な

ど
ス
キ
ル
特
性
を
理
由
と
し
て
活
用
さ
れ
て

い
る
場
合
と
、「
賃
金
節
約
」
を
理
由
と
し
て

活
用
さ
れ
て
い
る
場
合
の
コ
ン
ト
ラ
ス
ト
で

あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
活
用
理
由
そ
の
も
の
が
、
直

接
的
に
労
働
者
の
働
き
方
、
満
足
度
に
影
響

を
与
え
て
い
る
と
は
限
ら
な
い
。
実
際
に
は
、

職
務
内
容
や
労
働
条
件
を
媒
介
と
し
て
影
響

が
お
よ
ん
で
い
る
と
考
え
た
方
が
現
実
的
か

も
し
れ
な
い
。

　

し
か
し
、
繰
り
返
し
に
な
る
が
、
事
業
所

側
か
ら
み
た
活
用
理
由
に
よ
っ
て
、
結
果
と

し
て
労
働
者
本
人
の
働
き
方
、
満
足
度
に
違

い
が
生
じ
て
い
る
と
い
う
事
実
は
重
要
で
あ

る
。
有
期
労
働
契
約
の
法
規
制
の
あ
り
方
を

考
え
る
際
、
あ
る
い
は
、
人
事
戦
略
と
生
産

性
と
の
関
係
に
つ
い
て
考
察
す
る
際
に
は
、

改
め
て
こ
の
事
実
に
立
ち
戻
る
必
要
が
あ
る

だ
ろ
う
。
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表３　活用理由が有期契約労働者の働き方・満足度に与える影響
働き方 満足度

契約期間 賃金総額 時間あた
り賃金 勤続期間

仕事の内
容・やり

がい
賃金

労働時
間・休日
等の労働
条件

雇用の安
定性 福利厚生

教育訓
練・能力
開発のあ
り方

職業生活
全体

①正社員確保困難 ++ -- -
②正社員重要業務特化 -- - +++ --
③専門的業務 +++ +++ +++ ++ ++ +++ ++ +++ +++ +++
④即戦力 ++ +++ +++ - ++
⑤景気変動対応 --- + --
⑥長時間対応 - -
⑦繁閑対応 --- --- --- +++ + +
⑧臨時・季節的 --- --- --- --- -- --
⑨賃金節約 --- --- ++ - --- -- -- --- -- ---
⑩労務コスト節約
⑪高年齢者再雇用 +++ ++ +++ --- --- + ++
⑫育児・介護休業代替 - --- --- -- - --
⑬その他 ++ + - -

注１：�いずれも、回帰分析の結果をあらわす。モデルは、「賃金総額」、「時間あたり賃金」についてはOLS、それ以外に
ついては順序ロジスティック回帰分析である。

注２：�説明変数には、13種類の活用理由のほか、業種ダミー、企業規模ダミー、事業所形態ダミー、職種ダミー、性別ダミー、
年齢階級ダミー、学歴ダミー、生計の担い手ダミーを投入している。また、満足度を被説明変数としたモデルでは、
それらに加え、「実労働時間 35時間以上」をあらわすダミー変数を投入している。

注３：�+++ は 0.1％水準で有意に正、++は１％水準で有意に正、+は５％水準で有意に正の効果があることを、--- は
0.1％水準で有意に負、-- は１％水準で有意に負、- は５％水準で有意に負の効果があることを示している。

注４：復元倍率は用いていない。
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康
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（
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こ
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）

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
総
合
政
策
部
門　

研
究
員

　

一
九
九
七
年
富
士
通
株
式
会
社
入

社
。
人
事
部
門
勤
務
を
経
て
、
東
京
大

学
大
学
院
人
文
社
会
系
研
究
科
へ
進
学

し
、
産
業
社
会
学
、
労
働
社
会
学
を
専

攻
。
二
〇
〇
九
年
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
へ
入
職
。

企
業
調
査
と
個
人
調
査
、
定
量
的
研
究
と

定
性
的
研
究
を
組
み
合
わ
せ
て
、
主
と

し
て
非
正
規
雇
用
問
題
を
研
究
し
て
い

る
。
近
著
に
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
資
料
シ
リ
ー

ズ
№
一
二
六
「
壮
年
期
の
非
正
規
労
働
―

個
人
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
か
ら
―
」、
Ｊ
Ｉ

Ｌ
Ｐ
Ｔ
労
働
政
策
研
究
報
告
書
№
一
六
一

「
雇
用
の
多
様
化
の
変
遷
〈
そ
の
Ⅲ
〉
：

二
〇
〇
三
・
二
〇
〇
七
・
二
〇
一
〇
」
が
あ

る
。


